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東京都 
2025 年 12月 17 日 

東京都公募公債（東京ソーシャルボンド 

（５年））第 7 回・第 8 回 

定期モニタリング 

サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト：大石竜志 

 

格付投資情報センター（R&I）は東京都の依頼に基づき、東京都が 2024 年 5 月に策定した東京ソーシャルボ

ンド・フレームワークに従って以下の債券の調達資金の充当やレポーティングを実施していることを確認した。 

 

■評価対象 

資金調達者 東京都 

債券名称 東京都公募公債（東京ソーシャルボンド（５年））第 7回 

発行額 250億円 

発行日 2024年 7月 5日 

償還日 2029年 6月 20日 

 

資金調達者 東京都 

債券名称 東京都公募公債（東京ソーシャルボンド（５年））第 8回 

発行額 200億円 

発行日 2025年 3月 5日 

償還日 2029年 12月 20日 
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1. 調達資金の使途 

調達資金の使途はフレームワークに示された対象プロジェクトから選定されている。 

■フレームワークに定めた資金使途及び対象とする人々 

 

 No 充当事業 対応する社会的課題 対象とする人々 

1 無電柱化の推進 

都市防災機能の強化 

（・安全で快適な歩行空間の確保） 

（・良好な都市景観の創出） 

自然災害時、電柱倒壊による道

路閉塞や断線等の影響を受け

る恐れのある人々 

（ベビーカー・車いすを利用する

方等を含めた、道路利用者） 

2 防災公園施設整備 
災害時の避難場所や救出・救助の

活動拠点等の確保 

地域住民など公園を利用する

人々 

3 河川施設の耐震・耐水化 

地震に伴う津波等の水害から東部

低地帯を守るため、河川施設の耐震

性・耐水性を確保 

東部低地帯の住民 

4 

東京港廃棄物処理場建設

事業（新海面処分場・中央

防波堤外側処分場） 

過密した東京の内陸部に確保困難

な廃棄物最終処分場の整備 
都民 

5 
安全対策促進事業費補助

（私立学校の耐震化） 

災害時における児童・生徒等の安全

の確保 
幼児・児童・⽣徒 

6 
水道施設等の自家用発電

設備の新設・増強 

大規模停電時等における安定給水

の確保 
地域住民 

7 導水施設の二重化・更新 

災害時や事故時における安定給水

の確保、布設年度が古い導水施設

の更新 

地域住民 

8 
水再生センター・ポンプ所

設備の震災対策 

首都直下地震などが発生した際の下

水道機能の確保 
都民及び下水道利用者 

9 
リスタート機能付エレベータ

ーへの更新 

利用者の安全・安心の確保（震災時

等におけるエレベーター内への閉じ

込めリスクの軽減） 

自然災害に罹災する恐れのあ

る人々 

10 橋梁の長寿命化事業 
持続可能なインフラの維持管理、利

用者の安全・安心の確保 

地域住民など都道を利用する

人々 
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11 港湾施設の長寿命化事業 
持続可能なインフラの維持管理、利

用者の安全・安心の確保 

地域住民など港湾施設を利用

する人々 

12 港湾建設事業 
持続可能なインフラの維持管理、利

用者の安全・安心の確保 
地域住民 

13 漁港建設事業 
持続可能なインフラの維持管理、利

用者の安全・安心の確保 
地域住民 

14 空港整備事業 
持続可能なインフラの維持管理、利

用者の安全・安心の確保 
地域住民 

15 都立図書館整備 
持続可能なインフラの維持管理、利

用者の安全・安心の確保 
都民はじめ施設利用者 

16 
文化施設の整備（江戸東

京博物館の改修） 

持続可能なインフラの維持管理、利

用者の安全・安心の確保 
都民及び施設利用者 

17 警察施設整備 
持続可能なインフラの維持管理、都

民の安全・安心の確保 
都民（地域住民） 

18 消防施設整備 
持続可能なインフラの維持管理、都

民の安全・安心の確保 
都民（地域住民） 

19 
島しょのインターネット環境

改善 

島しょ地域における安定的なインター

ネット環境の確保 
地域住民（島民） 

20 
給水所の新設、拡充及び

更新 

給水所の配水池容量の偏在解消等

による安定給水の確保 
地域住民 

21 
水再生センター・ポンプ所

設備の再構築 

老朽化した設備の再構築による安定

的な下水道機能の確保 
都民及び下水道利用者 

22 

雇用・就業促進施設等の

整備（東京しごとセンター

等施設整備） 

都民の雇用・就業に対する支援 雇用・就業支援が必要な人々 

23 都立学校の整備 

誰一人取り残さず、すべての子供が

将来への希望を持って、自ら伸び、

育つ教育の実現 

児童・生徒 

24 特別支援学校の整備 

障害のある幼児・児童・生徒の自立

や社会参加に向けた主体的な取り組

みの支援 

障害のある幼児・児童・⽣徒 
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25 
介護老人保健施設の整備

費補助 

介護を必要とする高齢者の在宅生

活への復帰 
介護を必要とする高齢者 

26 
特別養護老人ホームの整

備費補助 

在宅での生活が困難な高齢者に対

する生活全般の介護の提供、機能

訓練等 

介護を必要とする高齢者 

27 知的障害者（児）施設整備 
強度行動障害がある重度・最重度の

知的障害者（児）への支援 
主に知的障害者 

28 
障害者（児）施設の整備費

補助 

障害者（児）が地域で安心して暮らせ

る社会の実現に向け、必要なサービ

スの確保や基盤整備を促進するため

の支援 

障害者（児） 

29 児童福祉施設整備 自立支援を必要とする児童への対応 自立支援を必要とする児童 

30 公営住宅建設事業 

自力では最低居住水準の住宅を確

保できない真に住宅に困窮する低額

所得者向けの公営住宅等の老朽化

に伴う建替え 

真に住宅に困窮する低額所得

者 

31 住宅営繕事業 

自力では最低居住水準の住宅を確

保できない真に住宅に困窮する低額

所得者向けの公営住宅等の経年劣

化等に伴う営繕 

真に住宅に困窮する低額所得

者 

32 道路のバリアフリー化 
誰もが安全で円滑に移動できる環境

の確保 

高齢者や障害者を含む全ての

人 

33 バリアフリールートの充実 
誰もが安心して快適に移動できる環

境の整備 

障がいのある方や高齢者等をは

じめ駅利用者 

34 
人にやさしい都営地下鉄車

両の導入 

誰もが安心して快適に利用できる車

両の導入 
都営地下鉄利用者 

35 
（地独）東京都立病院機構

への貸付金 

高齢化の進展や医療を取り巻く環境

変化の中で、行政的医療の提供や

地域医療の充実など質の高い医療

提供確保 

都民（医療機関を利用する

人々） 
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2. レポーティング 

レポーティングはフレームワークに基づいて実施されている。 

(1) 資金充当状況 

 資金充当の状況は東京都のウェブサイトに開示されている。資金使途に関して大きな状況の変化はない。 

■フレームワークに定めた開示事項 

 ソーシャルボンドの調達資金の充当状況 

■開示した内容 

充当金額 未充当金額 リファイナンス比率 

450億円 0 0% 

 

(2) 社会的効果に係る指標 

 社会的効果に係る指標は東京都のウェブサイトに開示されている。 

■開示した内容（ソーシャルプロジェクト） 

 No 充当事業 レポーティング項目 
充当額 

（百万円） 

1 無電柱化の推進 

整備延長 3,600m 

整備空港数 1空港 

整備港数 2港 500 

2 防災公園施設整備 整備公園数 5 公園 80 

3 
東京港廃棄物処理場建設事業（新海

面処分場・中央防波堤外側処分場） 

埋立処分場の整備面積 67ha 

（令和 9 年(2027年)度末まで） 3,170 

4 
安全対策促進事業費補助（私立学校

の耐震化） 
補助棟数 １棟 

140 

5 
水道施設等の自家用発電設備の新

設・増強 

大規模停電時における給水確保率 92％ 

（令和 12年(2030年)度末まで） 996 

6 導水施設の二重化・更新 
導水施設の二重化整備率 88％ 

（令和 12年(2030年)度末まで） 124 

7 
水再生センター・ポンプ所設備の震災

対策 

非常用発電設備を整備し、停電時にも安 

定的な運転に必要な電力を確保した施設 

数 

89 施設（令和 7年(2025年)度末まで） 671 
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8 リスタート機能付エレベーターへの更新 エレベーター設置基数１基 
200 

9 港湾施設の長寿命化事業 
長寿命化事業累計着手数 5施設 

（令和 12 年(2030 年)度末まで） 210 

10 港湾建設事業 整備港数 14港 1,113 

11 漁港建設事業 整備漁港数 15漁港 717 

12 空港整備事業 整備空港数6空港 200 

13 都立図書館整備 
施設利用者数約 28.1 万人（令和６年 

(2024 年)度実績） 20 

14 
文化施設の整備（江戸東京博物館の

改修） 

施設利用者数 100 万人程度（令和元

年(2019 年)度実績） 4,300 

15 警察施設整備 施設整備数 5 施設 68 

16 消防施設整備 施設整備数 19施設 232 

17 給水所の新設、拡充及び更新 
安定給水確保率 89％（令和 12 年

(2030 年)度末まで） 1,545 

18 水再生センター・ポンプ所設備の再構 
再構築した主要設備の台数 2,771 

台（令和７年(2025 年)度末まで）  1,929 

19 
雇用・就業促進施設等の整備（東京し

ごとセンター等施設整備） 

施設利用者数(東京しごとセンター利用 

者数) 延べ 25万人程度（令和６年(2024

年)度実績） 140 

20 都立学校の整備 
学校定員数 6,920人 

（令和 16年(2034年)度末まで） 1,207 

21 特別支援学校の整備 

学校定員数 

知的障害教育部門 1,066人程度 

肢体不自由教育部門 111人程度 

視覚障害教育部門 71人程度 

（令和 12年(2030年)度末まで） 2,333 

22 介護老人保健施設の整備費補助 補助施設数 8施設 167 

23 特別養護老人ホームの整備費補助 補助施設数 33施設 3,533 

24 知的障害者（児）施設整備 
施設定員数 160 人 

（令和 11年(2029年)度末まで） 3 
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25 障害者（児）施設の整備費補助 

施設定員数（短期入所事業所、重心児

（者）通所事業所） 64人 

補助施設数（障害者（児）入所施設、共同 

生活援助事業所等） 55施設 

 

 

 

2,782 

26 児童福祉施設整備 
施設定員数 120 名 

（令和 10 年(2028 年)度末まで） 120 

27 公営住宅建設事業 建替戸数 1,911戸 
8,000 

28 住宅営繕事業 実施戸数 5,674戸 5,200 

29 道路のバリアフリー化 整備延長 7,035m 100 

30 バリアフリールートの充実 
エレベーター設置基数 2基 

（令和 8年(2026年)度末まで） 100 

31 人にやさしい都営地下鉄車両の導入 

一日平均乗降人員 888,957名 

（令和 6年(2024年)4月～令和 7年

(2025年)3 月実績） 

導入編成数 8編成 100 

32 
（地独）東京都立病院機構への貸付

金 

入院患者数延べ 1,657,830人 

（令和 6 年(2024年)4 月～令和 7 

年(2025年)3月実績） 

外来患者数延べ 2,407,569人 

（令和 6年(2024 年)4月～令和 7 

年(2025年)3月実績） 5,000 

 合計 45,000 

       

 以 上
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